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【手続補正書】
【提出日】平成24年6月6日(2012.6.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２４】
　ステップＳ３６において、変換部６５は、ISO処理部６６からのブロックに含まれるブ
ロックEDCに基づいて、ブロックに誤りが生じているか否かを判定する。そして、変換部
６５は、その判定結果に基づいて、ISO処理部６６からのブロックに誤りが生じていない
ことを確認した後、処理をステップＳ３７に進める。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２５】
　なお、ステップＳ３６において、ISO処理部６６からのブロックに誤りが生じていない
ことが確認できない場合には、ISO処理部６６からのブロックに誤りが生じていないこと
が確認できるまで、ステップＳ３５において、再度、ブロックが生成される。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２８】
　そして、変換部６５は、算出したフレームEDCと、ISO処理部６６から供給されるブロッ
クに含まれるブロックEDCとを置き換えて、その結果得られるフレームを、JIS通信処理部
６２に供給する。
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